
中小企業者団体又は中小企業者に対する金融機能・長期の事業資金

に係る投融資機能に係る業務に係る官民の適正な役割分担の観点か

ら、必要な公庫業務の見直し

政策金融改革の着実な達成を図るための商工中金法及び政投銀法廃止等法案の概要
―みんなの党が考えるあるべき政策金融改革―

【平成 24 年４月 1日】 【平成 27 年３月 31 日】

株式会社商工組合中央金庫 商工中金移行会社（一般の株式会社）

株式会社日本政策投資銀行 新政投銀移行会社（一般の株式会社）

※株主たる政府は、天下り禁止の観点から、取締役選任について特に配慮

移行準備行為

完全民営化

株式会社日本政策金融公庫

・指定金融機関による危機対応業務

（商工中金・政投銀みなし指定） ただし、商工中金移行会社及び政投銀移行会社に対する指定金融機関のみなし指定は行わない

・危機対応円滑化業務

官民の役割分担の検討

廃止法公布 廃止法施行

※３年を目途に、保有株式の全部を処分することを政府に義務づけ

必要な政策金融改革の着実な達成を図る

公庫による危機対応業務を追加

商工中金：政府保有 46.5％

政投銀：政府保有 100％

続行（民間による危機対応業務＋公庫の危機対応円滑化業務）

政府保有株式の処分スタート
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＜附則§３＞

＜附則§４・§５＞

商工中金・政投銀に関する国の一定

の関与を行う観点からの見直し規定

及び売却凍結規定削除


